明治時代における軍艦と商船の舶用蒸気機関用語について by 佐野 美穂
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造船規程は、造船と機関の用語集と言ってよく、昭和 8 年 3 月の船舶安全法の制定にともない、









































   幕末より明治初年にかけて出版された海外事情紹介書、窮理書の地名・人名・用語などは、
先人洋学者の訳語、シナ書の翻訳語、また著者の新造語など甚だ乱雑をきわめたものであっ
た。（中略） 
   ともあれ、明治 19 年(1886)（『工学字彙』、明治 21 年(1888)『物理学術語和英仏独対訳字
書』、『化学訳語集』が出版され、地学その他の分野もこれに続き、ようやく訳語の混乱から
脱する準備ができたのであった。 










   菊池の挙げる 3冊の辞書について補足しておくと、『工学字彙』は工学協会が選定して、初版を 
明治 19 年 9 月、第 2 版を明治 21 年(1888)11 月、3 版を明治 27 年(1894)11 月に出版した工学用
語集、『物理学術語和英仏独対訳字書』は物理学訳語会が編纂して東京数学物理学会から明治 21
年に刊行した物理学字書、『化学訳語集』は東京化学会が選定して明治 24 年(1891)4 月に上梓し










































































   それでは、建築学においてはどうであったか。 










学造船学科を卒業、三菱合資会社長崎造船所に入社、造船設計部長から昭和 16 年(1941)10 月に
東京帝国大学工学部船舶工学科教授に転じた榊原鉞止の遺品である。遺品の一つ、三菱長崎造船















治 34 年(1901)から大正 13 年(1924)にかけて『機械工学術語集』(8)全 5 輯が刊行された。舶用機
関の用語は、明治 34年(1901)10月刊行の第 1輯「蒸汽及蒸汽機関之部」と明治 43年(1910)10月
刊行の第 2輯「材料及構造の強弱之部、製図之部、蒸汽及蒸汽機関之部補遺」に収録されている。 
ただし、用語が制定されても、普及するとは限らない。例えば、造船用語は、造船協会が編纂し
昭和 7 年(1932)1 月に巖松堂から『英和船舶工学術語集』を上梓する 40 年近く前の明治 29 年























































































昭和 2 年(1927)5 月に内閣の外局として設置された資源局は、国家総動員準備の一環として各
種資源に関する標準用語を制定した。昭和 10 年 3 月告示の機械標準語(17)はその一つで、5 月に
『機械標準用語』が工業調査協会から刊行された。 
鉄道――より正確に言えば機関車の公定用語としては、明治 39年(1906)の鉄道作業局汽車部の


























































































































































第 2 章 軍艦の機関用語 
 
第 1 節 幕末の機関用語 
 
 日本に導入された蒸気船は、嘉永 6年（1853）10月に幕府が実物通りに動く蒸気機関を備えた
蒸気船雛形を蘭国に発注し、安政元年（1854）7 月に長崎に舶載された長さ 10 メートル、幅 1.9
メートルの外輪式川蒸気船を以て嚆矢とする(1)。幕府が蘭国に発注した蒸気軍艦の運用のため、










い事情があった。嘉永 6 年(1853)6 月の米ペリー艦隊の来航により海軍力の増強に迫られた幕府























座学は横須賀で実施、明治 13年 9月に機関科の教育を一括して横須賀で行うことになり、明治 14









して機関官養成の必要性が生じたため、明治 23 年(1890)10 月に再度、将校科と機関科を設けた




















第 3 節 明治 6年の英海軍教官団招聘以後の機関用語 
 
 明治 6年(1873)10月からサットンが教鞭を執ると、機関用語は英語に変わった。それを端的に
示すのが、山口良蔵約・麻生武平閲『舶用汽機全書』(6)である。本書の前編（第 1 編～第 4 編）
は明治 10年(1877)9月に海軍兵学校から刊行され、後編（第 5編～第 9編）は明治 16年(1883)7
月に海軍造船所から刊行された。山口は九等出仕、麻生は六等出仕で、明治 14年(1881)7月に海
軍機関学校が独立した時に校長心得を拝命した。なお、本書の表紙に「前編」「後編」の語はない。 







































版がトーマス・リード社（Thomas Reed & Co.）から 1864年に刊行された機関手受験対策本で、











































第 4 節 機関手・火夫教科書にみる機関用語 
 
『帝国海軍機関史』によれば、下士官兵の教育も明治 4 年(1871)から四半世紀の間に目まぐる



























宿舎跡地へ移転（21）、明治 30 年(1897)9 月の勅令第 324 号(22)により改組されて海軍機関術練習所
となった。 
 










明治 20 年(1887)1 月 21 日に海軍は、若水夫・若火夫教科書編纂委員を任命した(25)。若火夫教
科書編集委員は、機関大監麻生武平と大機関士馬場新八・栗原績・村垣正通・横井時庸である。

















第 6 節 五等機関兵教科書にみる機関用語 
 
『帝国海軍機関史』は明治 28年(1895)9月の火夫の改称で下士官兵の教育について筆を擱いて
いるが、その翌年明治 29 年(1896)4 月に海軍は達第 28 号で五等卒教育規則(28)を制定した。本規
則によると、五等機関兵の教程の根幹は、第 1期 4 か月間の海兵団における「機關術」「工業」「運
用及武術」の教授と、第 2期 2か月間の軍艦上での「実業」であり、「機關術ノ参考書トシテハ五
等機関兵教科書ヲ使用スベシ」と定められていた。新兵の教科書については、明治 29 年 11 月 4
日付の海軍大臣から海軍機関学校長に宛てた次の「訓令案」(29)が現存している。 
 
  機関工練習所長ヲシテ海軍五等機関兵教科書ヲ編纂セシメ、之ヲ進達スヘシ 
   追テ仮教科書二冊参考ノ為メ下附ス 
 
後日、下付する「仮教科書」とは、『若火夫教科機關書』以後、海兵団が臨時に新兵教用に編纂
した教科書のことで、横須賀鎮守府海兵団が明治 29 年(1896)2 月 15 日に刊行した『海軍五等機
關兵機關學教科書稿』(30)はその一つと思われる。 
既存の教科書があることで、新しい教科書の編纂は順調に進んだとみえ、明治 29年(1896)12月
13 日に横須賀海兵団から『海軍五等機關兵機關學教科書』(31)が刊行され、翌年 1 月 15 日に軍港
堂から『海軍五等機關兵機關學教科書附図』(32)が上梓された。教科書と附図は、1 年の間に重版
されることもあるので、明治 29年から明治末年まで相当の版を重ねたと思われるが、目下のとこ
ろ存在を確認できるのは教科書 5版(33)、附図 4版(34)に過ぎない。 
『海軍五等機關兵機關學教科書』と言うと、新兵のための教科書と思いかねないが、実際は五
































































第７節 明治 35年 11月の機関用語の制定 
 
明治 35年(1902)11月 5日、海軍大臣山本権兵衛は、達第 101号で次のように布告した(39)。 
 
 機關ニ關スル用語別冊ノ通定ム 






の向上を図る目的で組織された海軍機関部員の会で、明治 32 年(1899)6 月の創刊以来、『研究通
信』を年 4回発行していた(41)。 
明治 35年(1902)の用語集には増補改訂版が存在する。明治 41年(1908)11月 9月に海軍大臣斎
藤實は、達第 133号で次のように布告した(42)。 
 
  機關用語別冊ノ通リ増補改訂ス 
26 
 
   但シ別冊ハ海軍教育本部ヲシテ所要ノ向ヘ配布セシム 
 
海軍教育本部は、明治 33 年(1900)5 月 19 日の海軍教育本部条例(43)によって「海軍軍事教育ノ統
一及其ノ進歩ヲ計ル」ため東京に設置され、海軍大学校・海軍兵学校・海軍機関学校・海軍砲術
練習所・海軍水雷術練習所・海軍機関術練習所を管轄した。その後、大正 12 年(1923)4月 1日に
勅令第 126 号(44)により教育本部は廃止され、海軍省処務規程を改定した達第 60 号(45)により海軍
省に教育局が新設された。 
『機關用語』の海軍教育本部本は現存しないが、明治 41年(1908)12月に研究通信第 39号の付





























  [用 語]    [用 字]  [備 考] 
 クランク   曲 肱  Crank
ク ラ ン ク
 
  カギノテ、クランク  鍵ノ手曲肱  Bell
ベ ル
 crank
ク ラ ン ク
 
   マルイタ、クランク  圓板曲肱  Disk
ジ ス ク
 crank















第 8節 明治 41年 11 月の機関用語の増補改訂 
 





























を急ぎ、明治 41 年(1908)11 月 9 日の制定から、わずか２か月足らずの 12 月 30 日の出版にこぎ
つけたのである。対して『機關用語字引』の出版は、明治 35年(1902)11月 5日の制定から半年後
の明治 36 年(1903)4 月 26 日である。これは、用語を英語読み単独から英語読みと訳語の併用へ
の変更が、用語集を緊急に出版しなくても日常教務に支障が出なかったことを物語っている。ち
なみに、二瓶壽松は明治 31年(1898)4月に海軍機関学校を卒業している(49)ので、明治 35年(1902)














   用語を訳語に一本化した明治 41年(1908)11月以後、『機関用語』は、明治 45年(1908)1月 5日
達第 1 号(52)で改正、大正 7 年(1918)3 月 15 日達第 22 号(53)で一部改訂、大正 9 年(1920)1月 6 日
達第 1号(54)で改正、大正 11年(1922)4月 26日達第 101号(55)で書名を『海軍用語（機關術ノ部）』
29 
 
と改め、昭和 14年(1939)3月 30日達第 47号(56)で改正された。明治 45年・大正 9年・昭和 14年
の改正本のうち、現存するのは昭和 14年(1939)の『海軍機関関係用語』のみで、昭和 14年(1939)9
月刊行の学友会本(57)と昭和 16 年(1941)9 月刊行の用兵図書本(58)の二冊が現存する。ちなみに、











































































を「クワツベン」へと改めたのは、大正 9年 6月 1日の改正によることが分かる。 








































































































第 3 章 商船の機関用語 
 







































Ⅰ.-Terms used in Mechanics, with Special Reference to the Steam Engines. By 



































その後、管船局は船舶検査手続書が定める規則を、明治 26 年(1893)10 月制定の西洋形船舶検
査細則と、同年 12月制定の西洋形船舶検査手続に二分した。船舶検査細則の後継は西洋形船舶検
査手続で、船体部検査の規則は 32 條から 95 條、機関部検査の規則は 34 條から 59 條に増訂され
ている。この 59條があれば、造船規程「第二編 機関」82條の編成にはさほど時間を要すことは



























































が、布告 4日前の 2月 15日ということを考えれば、小笠原は海員雇入雇止規則の施行により受験
者が増加することを見越して本書を刊行したと思われる。事実、明治 12年(1879)以降、受験者は
急増する(表 2)。受験対策本も本書以外に、小笠原の同僚小杉雅三が明治 15 年(1882)5 月に翻訳
本『商船機關手試驗問答 乙種之部』(24)を上梓している。 
機関手の試験は筆記と口述があり、小笠原本は口述用の受験対策本である。筆記と口述両方の


















































































































































明治１7 年(1884)である(42)。明治 14 年(1881)12 月改訂の西洋形船船長運転手機関手免状規則が
定める甲種二等機関手の受験資格からすれば、明治 17 年の時点で保田は 21 歳以上で、それまで
に少なくとも 4年間、公称馬力 50以上の航洋船に乗り組んでいたか、あるいは 3年間、汽機製造


















た機関の教科書 2 巻と汽罐の教科書 2 巻を合本製本した 1 冊（A text book on marine steam 
engines and boilers） を紐解くと、機関の教科書の第 1巻（Textbook on marine steam engines. 
Vol.Ⅰ）の刊行は明治 33年(1900)3月、第 2巻（Textbook on marine steam engines. Vol.Ⅱ）
の刊行は明治 34年(1901)4月、汽罐の教科書の第 1巻（Text-book on steam boilers. Vol.Ⅰ）










 Plates and diagrams ／ 商船學校[編] 
 百周年記念資料館(越) 554.4/S 1 
  東京 ： 商船學校 
 １v. of plates : 23 cm 
  Plates and diagrams to accompany the text book on marine steam engines. V. 1 
  Plates and diagrams to accompany the text book on marine steam engines. V. 2 
  Plates and diagrams for the text book on steam boilers 






は、昭和 35年(1960)5 月に東京商船大学に寄贈されている。機関の教科書と附図・附表各 2巻を
合本製本した 1冊（Text book on steam engines ）である。第 1巻に関しては、教科書と附図・
附表ともに表紙、奥付がなく、教科書の第 2巻には表紙（Textbook on marine steam engines. 
Vol.Ⅱ）と明治 34 年(1901)4 月刊行の奥付があり、附図・附表の第 2 巻には表紙（Plates and 
















































































































(1)  日本舶用機関史編集委員会編『帝国海軍機関史』上巻（明治百年史叢書第 245巻、原書房、
1975年）。 
(2)  当初、民部大蔵省通商司が任に当たったが、明治 3 年(1870)7 月、民部大蔵省が二省分離
したことにより大蔵省に属したものの、明治 4 年(1871)7 月の官制改正により廃止、事務
は租税寮に引き継がれた。明治 5年(1872)4 月、官制改正でこれも廃止、大蔵省に移管され
た旧民部省駅逓寮に船舶課（後に管船課と改称）が設置され、明治 14年(1881)4月新設の
農商務省商務局に移されて、翌年 4 月に機構を拡大して管船局として独立、明治 19 年
(1886)2月創設の逓信省に移管された。 
(3)  例えば、造船協会『日本近世造船史』(弘道館明治 24 年(1911))864～875 頁、日本工学会
『明治工学史』造船篇(日本工学会 大正 14 年(1925))410～415 頁、金子栄一編『造船』
(現代日本産業発達史Ⅸ、現代日本産業発達史研究会 昭和 39年(1964))59～75頁。 
(4) 例えば、坂本達也「幕末・明治期の船舶用蒸気機関運用技術について」（『佛教大学大学院紀
要』文学研究科篇 第 46号 平成 30年(2018)3月）55～71頁。 
(5) 『創立六十周年』(東京高等商船学校 昭和 11 年(1936))、『東京商船大学九十年史』(東京
商船大学八十五周年記念会 昭和 41年(1966))、前掲『東京商船大学百年史』。 
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(13) 丹羽重光『蒸汽汽罐及汽機：電気学校長距離教授』（電気学校叢書 第 4巻 電気学校 明
治 45年(1912) 国会図書館デジタルコレクション）。 
(14) 『日本機械学会誌』（第 38巻第 223号、昭和 10年(1935)11月）。ちなみに、南大路は大正
6年(1917)7月に京都帝国大学工科大学機械工学科を卒業した。 
(15) 河本市松『諸機關名稱』（三宅書店 明治 40 年(1907) 国会図書館デジタルコレクション）。
なお、初版の国会本は、内表紙から第 5図までを欠くため、訂正再販本(個人蔵)で補った。 
(16) 『日本機械学会誌』（第 44巻第 289号、昭和 16年(1941)4月）。 
(17) 昭和 10年(1935)3月 6日第 2450号『官報』国会図書館デジタルコレクション。 
(18) 田口善之助「緒言」（『機關車諸部名稱圖解』汽友社 明治 29年(1906) 国会図書館デジタ
ルコレクション）。 
(19) 市川安二郎「講義の前に」（『機關車講義』機關車講義發行後援會 大正 10年(1921) 国会
図書館デジタルコレクション）。 




(21) 日本科学史学会編『日本科学技術史大系』第 18巻・機械技術（第一法規出版株式会社 昭
和 39年（1964））155～157頁。 
(22） 『艦船実用機関術』（丸善株式会社 大正 2年(1913)）1025～1027頁（国会図書館デジタル
コレクション）。 
(23) 竹村勘忢「はしがき」（機械学会選定『機械工學術語集』機械学会 昭和 7 年(1932)）（国
会図書館デジタルコレクション）。 
第 2 章 
(1) 安達裕之「安政元年の海軍演習」(『佐賀県立佐賀城本丸歴史観研究紀要』第 2号 平成 19
年(2007))。 
(2) 大船建造禁止令解禁までの経緯については、安達裕之『異様の船―洋式船導入と鎖国体制―』
（平凡社 平成 7 年(1995)）を参照。 




H．Huygens, De Schroef-Machine derde Bijvoegsel op Handleiding tot de 
Kennis van het Scheeps-Stoomwerktuig.1853. 
で、附図の『海軍蒸氣器械図』は 
H.Huygens, Bijdrage tot de Kennis der schroef-Stoomwerktuigen van de  
Nederlandsche marine. Amsterdam,1856. 
の附図（Schroef-Stoomwerktuigen Atlas ）である。 
(5) 『軍艦図解／水蒸船説略』（江戸科学古典叢書 46、恒和出版、明治 16 年(1983)）。 
(6) 国立公文書館内閣文庫蔵。 
原書は、 
Thomas J.Main and Thomas Brown, The Marine Steam-Engine.London,1865. 
で、中国でも偉烈口譯・徐壽筆述『汽機發軔』として翻訳書が出版された。 
(7) 『明治十年 公文類纂 後編二十九』（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(8) 『帝国海軍機関史』上巻、645頁。 
(9) 『帝国海軍機関史』上巻 646頁。 
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   『帝国海軍機関史』は、『舶用汽機全書』と本書の訳者を久保扶桑とするが、内閣文庫本か
ら『舶用汽機全書』の訳者が山口良蔵であることは明らかなので、久保扶桑は山口良蔵の
誤りである。 




   W. J. M. Rankine, A Manual of steam engine and Other Prime Movers. 
   Henry Evers, Steam and the Locomotive Engine. 
John Bourne, A Treatise on the Steam Engine.  
W. H. Thorn, Read’s Engineers’Handbook to the Local Marine Board Examinations 
for Certificates of Competency as First and Second Class Engineers. 





Richard Sennett, The Marine Steam Engine. London. 







を統括、12 月に下士卒教育のため演習所を設置、後に演習所は屯集所と名を改め、8 年 8
月に浦賀に移転、浦賀水兵屯集所と称した。11月に水兵本部と提督府は廃止、一時、東部






訓練を行わせた。なお、22 年(1889)に呉と佐世保に鎮守府を新設すると、22 年 4 月 16 日




(17) 明治 20年(1887)7月 16日第 1214号『官報』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(18) 「機關之部」・「造船所諸機械名称及効用」・「汽罐機關之部付屬圖畫」（国立国会図書館デジ
タルコレクション）。 
(19) 「第一編 汽罐最要之部」・「第二編 汽機最要之部」・「第三編・第四編 附推進機・燃料
及燃料ノ事・氣罐破裂論・仝保存法・仝衰朽備ノ原因外二種」(国立国会図書館デジタルコ
レクション)。 
(20) 『明治廿二年公文雑輯 会計三 巻十三』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(21) 『帝国海軍機関史』上巻、733頁。 
(22) 明治 30年(1897)9月 24日第 4270号『官報』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(23) 明治 17年(1884)12月 16日第 442号『官報』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(24) 明治 20年(1887)1月 13日第 1058号『官報』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(25) 『公文類聚第十一編 明治二十年 第十二巻』（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 








(28) 『明治二十九年 達』第 29葉表～第 36葉表（国立公文書アジア歴史資料センター）。 
(29) 『明治廿九年 公文雑輯 兵器下・図書 九』（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
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(30) 『海軍五等機關兵機關學教科書稿』（横須賀海兵団 明治 29 年(1896) 国立国会図書館デ
ジタルコレクション）。 
(31) 『海軍五等機關兵機關學教科書』(横須賀海兵団 明治 29 年(1896) 国立国会図書館デジ
タルコレクション)。 
(32) 股野三蔵『海軍五等機關兵機關學教科書附図』（軍港堂 明治 30 年(1897) 国立国会図書
館デジタルコレクション）。 
(33) 明治 29 年(1896)12 月 13日刊、明治 33 年(1900)6月 25日刊改正 4版、明治 34年（1901）
7月 23日刊 6版、明治 37年(1904)5月刊、明治 39年(1906)1月 10日刊訂正 4版。 
   なお、明治 33年本と明治 39年本は個人蔵、他は国立国会図書館デジタルコレクション。 
(34) 明治 30年(1897)1月 15日刊、明治 32年(1899)11月刊 8版、明治 38年(1905)9月 10日刊
11版、明治 39年(1906)8月 1日刊 12版。 
なお、明治 30年刊本は国立国会図書館デジタルコレクション、他は個人蔵。 
(35) 『艦艇機關取扱教範』（軍港堂 明治 32年(1899) 国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(36) 岡本鷹雄『新撰舶用蒸滊機関書』(丸善 明治 31 年(1898) 国立国会図書館デジタルコレ
クション)。 
(37) 岡本鷹雄『實用蒸滊機関新書』（丸善 明治 30 年(1897) 国立国会図書館デジタルコレク
ション）。 







(39) 『明治三十五年 達』第 86葉表（国立公文書アジア歴史資料センター）。 
(40) 『機關用語字引』（学友会 明治 36年(1903) 国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(41) 第 21 巻第 83 号の刊行が大正 8 年(1919)12 月 30 日、第 21 巻第 84 号の刊行が大正 9 年
(1920)3月 30日、第 22巻第 85号の刊行が大正 9年(1920)6月 30日、第 23巻第 90号の刊
行が大正 10年(1921)9月 30日から逆算。なお、各号とも個人蔵。 
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(42) 『明治四十一年 達』第 132葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(43) 明治 33年(1900)5月 19日『官報』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(44) 大正 12年(1923)3月 31日『官報』（国立国会図書館デジタルコレクション）。 
(45) 『大正十二年 達』第 65葉表～第 69葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(46) 個人蔵。 
(47) 『機關用語』(軍港堂 明治 42年(1909) 国立国会図書館デジタルコレクション)。 
(48) 『艦船実用機関術』（丸善株式会社、大正 2年(1913)）1025頁（国立国会図書館デジタルコ
レクション）。 





クション）。国会図書館所蔵本は、大正 9 年(1920)6 月近藤書店刊行の改訂第 10 版。初版
は明治 45年(1912)7月刊。 
(52) 『明治四十五年 達』第 1葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(53) 『大正七年 達』第 24葉表裏（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(54) 『大正九年 達』第 1葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター） 
(55) 『大正十一年 達』第 93葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(56) 『昭和十四年 達』第 141葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(57) 個人蔵。 
(58) 海軍省教育局『海軍機關關係用語』（兵用図書 明治 41 年(1908) 国立国会図書館デジタ
ルコレクション）。 
(59) 『昭和十四年 達』第 141葉表（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(60) 大正 14年(1925)5月海軍教育局「機關長會議諮問事項答案(教育ノ部)」（『大正十四年公文
備考 巻四 官職四』諸会議二 機関長会議）（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(61) 『大正三年公文備考 巻二 官職二』機関長会議・諸報告（国立公文書館アジア歴史資料
センター）。 


























(68) 清水連郎「術語選定に就て希望を述ぶ」（『機械学会雑篇』第 12号、大正 4年(1915)2月）。 
 
第 3 章 
(1)   Rules for the Survey and Constructions of Engines and Boilers of Steam  
Vessels. 
(2)  Instructions as to the Survey of Hull, Equipments, and Machinery of  
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Steamships carrying passengers. 
(3)   彦根正三編『改正官員録』（博公書院 明治 18年(1885) 国立国会図書館デジタルコレク
ション）。 
(4)  『帝国海軍機関史』上巻（原書房 昭和 50年(1975)）700～713頁。留学先は山縣・赤峯・
志道が英国、津村が米国、辰巳が仏国で、修めたのは赤峯・志道・辰巳が造船学、山縣が 
機械学、津村が蒸気機械学である。 
(5)  小笠原賢蔵編『船舶蒸滊機關問答』（丸屋善七 明治 12 年(1879) 国立国会図書館デジタ
ルコレクション）。 
(6)  国立国会図書館デジタルコレクション。 
(7)  『京浜実業家名鑑』(景品実業新報社、明治 40年(1907))257頁 (国立国会図書館デジタル
コレクション)。 
(8)  『明治四年公文類纂 六』(国立公文書館アジア歴史資料センター)。 
(9)  『明治十四年原書類纂 弐』・『明治壱四年公文原書 自一月四日至同十二日 壹』・『明治
十四年公文類纂前編 参』(国立公文書館アジア歴史資料センター)。 
(10) 『明治二十年官吏進退 逓信省一 二十六』(国立公文書館蔵)。 
(11) 『明治廿六年任免 二十一』（国立公文書館蔵）。 
(12) 横井時庸抄訳『英国商船機關手試験問答』(丸屋善七 明治 12 年(1879) 国立国会図書館
デジタルコレクション)。 
(13) 矢田堀鴻訳『英華学術辞書』（早川新三郎 明治 17 年(1884) 再版 国立国会図書館デジ
タルコレクション）。 
(14) 『英華学術辞書』の緒言で矢田堀鴻は以下のように述べている。 
























(15) J. Doolittle, A Vocabulary and Hand-Book of Chinese Language, Romanized in the 
Mandarin, in two Volumes Comprised in Three Parts. Foochow, 1872. 









(19) 中村豊編『機關用語字彙：英和對照』（工友社 大正 4年(1915)）国立国会図書館デジタル
コレクション。 

















(20) 海技免状に関わる法令の変遷を概観しておくと、明治 9 年(1876)6 月に西洋形商船船長・
運転手及機関手試験免状規則と同追加を公布して、海員試験を実施、合格者に一等機関手・





治 29年(1896)6月と明治 30年(1897)3月に中改正されている。 
明治 29年(1896)から政府は法制上の不権衡の是正に着手し、4月に全船舶を対象とした船






(21)  卒業生に授与する免状については、まず明治 15年(1882)11月の東京商船学校規則第 2條   













(22)  W. H. Thorn, Read’s Engineers’Hand Book to the  Local  Marine  Board 
Examinations for Certificates of Competency as First and Second Class 
Engineers. Sunderland, 1864.  




形商船海員雇入雇止規則は、議案が元老院の明治 11 年(1878)12 月の読会（『明治十一年 
元老院会議筆記』（国立国会図書館デジタルコレクション））で審議されて修正可決された
後、翌年 2月に布告、8月から施行された。 
(24) T. L. Ainsley, The Engineers’Manual of the Local Marine Board Examinations for 
Certificates of Competency as Second and First-Class Engineers. South Shields, 
1879. 
   なお、初版は慶応元(1865)年で、小杉が訳したものは第 16版。 
(25)  明治 13年(1880)10月刊『英國商船機關手試驗問答増補』・同『英國商船機關手試驗問答例
題』・明治 15 年(1882)12 月刊『商船機關手試驗問答 乙種之部』･同『新版機關手試驗問
答』・明治 27 年(1894)7 月刊『新撰商船機關手試驗問答』・明治 29 年(1896)11 月刊『商船
機關手試驗問答附録 機關設計學』・明治 31年(1898)4月刊『船舶機關士試驗問答』（国立
国会図書館デジタルコレクション）。 
(26) 横井時庸編『機關名稱字類』（横井時庸 明治 13 年(1880) 国立国会図書館デジタルコレ
クション）。 















(29) 『明治十二年公文原書 十四』（国立公文書館アジア歴史資料センター）。 
(30) 44葉裏（国立国会図書館デジタルコレクション）。 



















(36) 片山清吉『舶用機關學講義：機關士受験人専用』（舶用機関学講習会 明治 40年(1908) 国
立国会図書館デジタルコレクション）。 
(37) 増田知蔵『舶用機関学』（博文館 明治 36 年(1903) 国立国会図書館デジタルコレクショ
ン）。 
(38) 島谷敏郎『舶用蒸汽タービン機』（嵩山房 明治 40 年(1907) 国立国会図書館デジタルコ
レクション）。 
(39) 清水連郎「術語選定に就て希望の述ぶ」（『機械学会雑纂』第 12号、大正 4年(1915)2月）。 
(40) 保田淺次郎編訳『實用舩舶機関士受驗問答』（保田仙次郎 明治 30(1897)年 国立国会図書
館デジタルコレクション）。 
(41) 横井前掲『手一国海員録』97頁。 
(42) 「内外國人海員」（『逓信省統計書』509～510 頁）（国立国会図書館デジタルコレクシ 
ョン）。 
(43) 御厨真胤『舶用機關受驗問答』（丸善書籍店 明治 23 年(1890) 国立国会図書館デジタル
コレクション。 
(44) 明治 29年(1896)6月 10日第 4767号『官報』4頁（国立国会図書館デジタルコレクション。 
(45) 浦野喜三郎『航海科学生機關術教科書』[前編][前編附図]（教文館 明治 31年(1898) 国
立国会図書館デジタルコレクション）。 
(46) 明治 32年(1899)5月 25日第 3883号『官報』365頁（国立国会図書館デジタルコレクショ 
ン）。 









表 1.用語対照表 原語（英語）・『英華萃林韻府』・『機関名称字類』 






Accelerating force 漸加力 促迫力 
Air 風／氣 空氣 
Air pump 恒升車 排氣喞筒 
Annular piston   輪鍔 
Annular valve 環形舌門   
Atmospheric engine 風抵力機 空氣機関 
Back balance 後權   
Back balance of eccentric   隔心器ノ背錘 
Back balance of slide valve   滑扉ノ背錘 
Bilge pump 運剰水器 汚水喞筒 
Blow valve 吹舌門   
Blow through valve   吹放扉 
Boiler 鍋 蒸氣鑵 
Clearance 空隙 間隙 
Cock 塞門 嘴 
Condenser 凝水櫃 冷滊器 
Connecting rod 大揺桿 連接銲／接銲 
Crank 曲拐 曲拐 
Crank pin 拐軸 曲拐栓 
Cross tail 横尾 十字尾 
Cylinder 汽筩 滊筩 
Delivery valve 出舌門 揚水扉 
Eccentric   隔心器 
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Eduction pipe 出汽管   
Eduction port   逃出孔 
Escape valve 放舌門 逃水扉 
Excentric rod 推引桿   
Exhaust pipe   廢滊管 
Exhaust port 汽出孔   
Feed pipe 添水管 養水管 
Feed pump 添水器 養水喞筒 
Female screw 陰螺旋 牝螺旋 
Flange 闊環 鍔 
Fly wheel 外輪 通動車 
Foot Valve 底舌門 脚扉 
Fulcrum 定點 支點 
Gas 氣質 瓦斯 
Gasket 麻辨 組麻 
Gland 輭墊臼蓋 蓋 
Govenor 汽制 穏行球 
Grease cock 油塞門 獸脂嘴 
High pressure engine 大抵力汽機 高壓機関 
Hot well 熱井 熱湯槽 
India rubber 象皮 護謨 
Injection cock 噴進塞門 注水嘴 
Injection pipe 噴進管 注水管 
Joint 樞紐 接合 
Lever 桿 木梃／鉄梃 
Male screw 陽螺旋 牡螺旋 
Non-condensing engine   高壓機関 
Non-condensing steam engine 不凝水汽機   
Oscillating engine   震搖機関 
65 
 
Oscillating steam engine 搖筩汽機   
Packing 輭墊 衞帯 
Paddle box 輪壳 外車箱 
Paddle shaft 大軸 外車軸 
Paddle wheel 行輪 外車 
Parallel motion 平行動 併行運動 
Parallel motion rod   併行動桿 
Parallel motion side rod 平行邊桿   
Piston 鞴鞴 吸鍔 
Piston rod 梃桿 吸鍔銲 
Pitch of screw 螺距 螺距 
Plummer block 枕 軸架 
Plunger 推水柱 喞筒體 
Priming 汽水共出 沸溢 
Pump 運水器 喞筒 
Radius bar 半徑桿 衞直銲 
Reefing paddles 収葉   
Reefing the paddles   減深 
Screw 螺旋 螺旋 
Shaft   軸／大軸 
Shaft of screw-propeller 螺軸   
Side lever 邊桿 側動天秤 
Side rod 罨桿 側銲 
Slide case 罨壳 滑扉箱 
Slide valve 汽罨 滑扉 
slip of screw   螺旋ノ後却 
slip of the screw 螺縻   
Spring 發條 發條 
Steam engine 汽機 蒸氣機関 
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Stop-cock 擋塞門   
Stop valve   塞氣扉 
Stuffing box 輭墊臼 填匣 
Suction pipe 吸管 吸水管 
Superheated steam 重加熱汽 過熱蒸氣 
Test cock 驗塞門 溜水管 
Throttle valve 總舌門 㗋扉   




         
表 2 機関手試験内国人受験者数  
 9 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 
船長 13 29 17 156 107 193 8 39 
一等運転手 12 19 9 116 117 119 64 166 
二等運転手 8 20 15 81 97 62 130 373 
一等機関手 14 7 10 14 32 37 11 17 
二等機関手 21 14 13 55 65 72 204 165 
出典）『管船局第壹次年報』『管船局第貮次年報』（国立公文書館内閣文庫蔵） 
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